
決 算 報 告 書

自 令和 4 年 7 月 1 日
至 令和 5 年 6 月 30 日

株式会社 スタッフアドバンス

福島県二本松市金色406-13-3-8



貸借対照表

株式会社 スタッフアドバンス

令和 5年 6月30日 現在 単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【 73,846,512】 【流 動 負 債】 【 52,145,934】

現 金 及 び 預 金 26,940,847 未 払 金 781,120

売 掛 金 46,239,255 未 払 費 用 34,663,815

貯 蔵 品 18,030 未 払 法 人 税 等 767,200

立 替 金 111,150 未 払 消 費 税 等 11,912,200

前 払 費 用 427,958 預 り 金 1,186,532

未 収 収 益 1,844 契 約 負 債 1,524,553

未 収 入 金 107,428 賞 与 引 当 金 1,310,514

【固 定 資 産】 【 21,225,790】 負 債 合 計 52,145,934

（有 形 固 定 資 産） （ 2,770,811）

車 両 運 搬 具 2,770,810

工 具 器 具 備 品 1 純 資 産 の 部

（無 形 固 定 資 産） （ 15,750,000） 【株 主 資 本】 【 42,926,368】

の れ ん 15,750,000 資 本 金 20,000,000

（投資その他の資産） （ 2,704,979） （利 益 剰 余 金） （ 22,926,368）

敷 金 405,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 22,926,368

保 証 金 50,960 繰 越 利 益 剰 余 金 22,926,368

繰 延 税 金 資 産 2,249,019 純 資 産 合 計 42,926,368

資 産 合 計 95,072,302 負 債 ・ 純 資 産 合 計 95,072,302



個別注記表
株式会社 スタッフアドバンス

自 令和 4年 7月 1日

至 令和 5年 6月30日

重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
ア 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）
イ 時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しています。ただし、貯蔵品は最終仕入原価法を採用しています。

固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しています。
(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しています。

引当金の計上基準
賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上してい

ます。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(2) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

収益及び費用の計上基準
企業、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。人材
派遣サービスについては、人材派遣契約に基づき、派遣期間の稼働実績に応じて、収益を
認識しております。

貸借対照表等に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 2,904,765円

株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項
前期末株式数（発行済普通株式） 400株
当期増加株式数（発行済普通株式）
当期減少株式数（発行済普通株式）
当期末株式数（発行済普通株式） 400株

一株当たり情報に関する注記
一株当たりの情報
一株当たりの純資産額 107,315円92銭
一株当たりの当期純利益 4,241円84銭



個別注記表
株式会社 スタッフアドバンス

自 令和 4年 7月 1日

至 令和 5年 6月30日

収益認識に関する注記
収益の分解情報
企業を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。人材派遣サービスについては
、人材派遣契約に基づき、派遣期間にわたり、その稼働実績に応じて、毎月請求を行うこ
とから、こうした請求金額に基づいて収益を認識しております。人材派遣契約に基づく債
権の回収は、請求後、概ね２か月以内に受領しており、短期間であるため、重要な金融要
素の調整は行っておりません。

収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。
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